
事業番号 - - -

（ ）

(目) 情報処理業務庁費 2 2

現状・課題
（5行程度以内）

　 情報通信技術調達等適正・効率化推進費

翌年度へ繰越し（D) - - - -

98

0.4

0

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

書面調査等により情報を収集し，下請法に違反する疑いのある行為について所要の調査（実地調査，招致調査等）を行い，違反行為が認められた場合には，勧告又は指導の措置
を講ずる。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 113 101 141

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

130 138 168 178 144

予備費等（E) - - ▲ 1 -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 130 138 169 178 144

- - -

-

昭和31年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 公取 新23 0005

公正取引委員会

政策 公正な取引慣行の推進

事業の目的
（5行程度以内）

下請代金の支払遅延等を防止することによって、親事業者の下請事業者に対する取引を公正ならしめるとともに，下請事業者の利益を保護する。

下請取引調査室、会計室 藤谷　義秀、多田　修

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

下請代金支払遅延等防止法第２条（製造委託、修理委託、情報成果物作成
委託、役務提供委託、親事業者、下請事業者等の定義）、第３条（書面の交付
等）、第４条（親事業者の遵守事項）、第５条（書類等の作成及び保存）、第７
条（勧告）、第９条（報告及び検査）

関係する
計画、通知等

・「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」（令和４年６月７日閣議決定）
・「成長と分配の好循環を実現するための競争環境の整備について」（令和４年５月１９日　自由民主党政務調査会・競争政策調査会） 
・「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」(令和４年４月26日原油価格・物価高騰等に関する関係閣僚会議決定）
・「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」（内閣官房（新しい資本主義実現本部事務局）等）（令和３年12月27日公表）
・「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）

事業名 下請法違反行為に対する措置 担当部局庁 経済取引局取引部、官房 作成責任者

事業開始年度

施策 下請法違反行為に対する措置

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/seisaku/index.html

(目)

事業概要URL
-

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 178

109

(項)

83%

0.5

執行率（％）
=(G)/(F)

87% 73% 84%

公正取引委員会

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
87%

主な増減理由（・要望額・予備費）

73%

令和6年度要求

(目)

(目)

69

　

　

　

(目)

8 7

▲ 0

26

審査活動費

非常勤職員手当

審査活動旅費

庁費

その他

144

下請取引においては、親事業者の下請法違反行為により下請事業者が不利益を受けている場合であっても、その取引の性格から、下請事業者からの自発的な情報提供が期待し
にくい実態にあるため、公正取引委員会は、親事業者及びこれらと取引している下請事業者を対象として定期的な調査を実施するなど違反行為の発見に努めている。
これらの調査の結果、違反行為が認められた親事業者に対しては、その行為を取りやめさせるほか、下請事業者が被った不利益の原状回復措置等を講じさせている。

令和6年度要求

-

-

-

https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/seisaku/index.html


アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-

-- -

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

-

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- -

-

目標値 - -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

8,671

下請法に違反する親事業者に対する勧告及び指導において、違反行為の取りやめ及び下請事業者が被った不利益の原状回復を命じているため。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

8,111

令和2年度 令和3年度 令和4年度
- 年度

-

-

目標年度

-

公正取引委員会からの措置を受けて違反行為を取りやめた親事業者が、将来にわたって違反行為を行わないことにより、本事業の目的である下請取引の公正化
の推進及び下請事業者の利益の保護につながると考えられるため。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

○令和4年度においては、原材料価格の上昇等を背景とした価格転嫁を拒否した行為に対して初めて買いたたきとして勧告を行ったことを始めとして、下記の措置
を採った結果、親事業者による違反行為が取りやめられた。
・違反事件の措置件数（令和2年度：8,111件、令和3年度：7,926件、令和4年度：8,671件）
○また、公正取引委員会が措置を行った結果、下記のとおり親事業者による原状回復が行われ、下請事業者の利益が回復した。
・公正取引委員会の措置によって原状回復された下請事業者の利益（令和2年度は総額5億3992万円相当、令和3年度は5億5995万円相当、令和4年度は11億
3465万円相当）

令和2年度 令和3年度

-

-

-

定量的な成果指標

- 目標値 - - -

年度

違反行為の取りやめなどにより下請事
業者の利益保護が図られる。

-

達成度

単位 令和2年度

-

- - -

-

成果実績 - -

目標最終年度

達成度 ％

-

↓

活動内容①
（アクティビティ）

下請法に違反する親事業者による下請
代金の支払遅延，減額等に対して迅速
かつ的確に対処する。

違反事件の措置件数
活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

件数 7,926

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み -

- -

-

活動目標 活動指標

-

達成度 ％

-

↓

・親事業者による違反行為が取りやめ
られる。
・下請事業者の利益が回復する。

-

成果実績 - - -

-

書面調査等により情報を収集し，下請法に違反する疑いのある行為について所要の調査（実地調査，招致調査等）を行い，違反行為が認められた場合には，勧告
又は指導の措置を講ずる。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

上記のとおり下請代金の支払を遅延するなどの下請法違反被疑事件を処理することによって、下請取引の公正化を図るとともに、下請事業者の利益が保護される
と考えられる。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

下請法に違反する親事業者による下請代金の支払遅延、減額等に対して迅速かつ的確に対処するために勧告及び指導を行っているところ、一定の数値を達成す
れば親事業者による違反行為が行われなくなるものではないことから、定量的なアウトカムを設定することは困難である。

- - - -

目標値 - - - -



活動内容②
（アクティビティ）

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

活動実績

当初見込み

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

成果実績

目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

成果実績

目標値

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由



当初見込み

目標値

活動内容③
（アクティビティ）

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

活動実績

成果実績

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

成果実績

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標③-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

成果目標及び成果実績
③-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

達成度 ％ - - - -

目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

成果実績

目標値



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ④について定性的なアウトカムを設定している理由

アクティビティ④についてアウトカムが複数設定できない理由

目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標④-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

成果目標及び成果実績
④-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

- - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標④-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

成果目標及び成果実績
④-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

成果実績

目標値

↓
成果目標④-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

成果目標及び成果実績
④-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

成果実績

目標値

達成度 ％

↓

活動目標及び活動実績
④

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

活動実績

当初見込み

活動内容④
（アクティビティ）



成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ⑤について定性的なアウトカムを設定している理由

アクティビティ⑤についてアウトカムが複数設定できない理由

成果目標及び成果実績
⑤-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

成果実績

目標値

達成度 ％ - - - -

目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標⑤-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標⑤-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

成果目標及び成果実績
⑤-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

成果実績

↓
成果目標⑤-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

成果目標及び成果実績
⑤-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

成果実績

目標値

活動内容⑤
（アクティビティ）

↓

活動目標及び活動実績
⑤

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

活動実績

当初見込み

チェックアクティビティから長期アウトカムについて６つ以上記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載



目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

点検結果

１　有効性
（１）下請法違反事件の処理
勧告件数及び指導件数の合計（以下「措置件数」という。）は、令和4年度において、昭和31年の下請法施行以降最多を更新している。措置件数が過去最多を更新し
ているということは、それだけ多くの親事業者による違反行為の取りやめがあったことを意味しており、令和2年度ないし4年度の下請法違反事件の処理は、下請取引
の公正化を推進し、下請事業者の利益の保護に有効であったといえる。
（２）措置によって直接保護された下請事業者の利益
令和2年度ないし4年度において、親事業者が講じた原状回復措置により保護された下請事業者の利益は、合計22億3452万円相当となっており、公正取引委員会の
下請法違反事件の処理により、多額の不利益が直接下請事業者に還元されていることから、下請法違反事件の措置は、下請事業者の利益の保護に有効であったと
いえる。
（３）定期調査の回収率の向上
令和3年度の定期親事業者調査において、コロナ禍等の影響を受け、回収率が低下（令和2年度：77.0％→令和3年度：54.8％）した。そこで、令和4年度は法律に基づ
く調査であることが伝わるように封書のデザインを変更したり、前回調査で未提出であった親事業者に対しては、封書の中に、前回未提出であった旨、報告しない場
合には罰則（下請法第9条第1項）が課されることがある旨を追記したりするなど回収率向上のための工夫を施すことで、令和4年度の回収率は70.3％に上昇した。
２　効率性
本件取組について費用面から分析すると、令和2年度ないし令和4年度の3年間における下請法違反事件の処理に係る予算は約6億円であるところ、下請法違反事件
への措置によって直接保護された下請事業者の原状回復額は、当該3年間で22億3452万円相当となっており、下請取引の公正化の推進及び下請事業者の利益の
保護という目的に対し、事件処理にかけた予算の3倍以上の効果があったものといえる。

-

-

下請法に基づく定期的な調査について、過去に書面調査からウェブ調査に切り替えたことなどから回収率が低下したことがあったため、その後の対応として、回収
率を上げるための措置を講じていることをレビューシートに記載してもよいのではないか。

外部有識者の所見

令和５年度政策評価・行政事業レビュー外部有識者合同会合議事録のとおり（URL：https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/seisaku/hyokaiin.html）。

0009 2022 公取 新22 0010

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

-

令和2年度

令和4年度 2022 公取 新22

担当職員に対する研修を強化し、事件処理において特に検討を要した点や対応を工夫した点について、報告会を開催するなどして情報の共有化を図ることによ
り、下請法違反事件をより効果的に処理できるように職員の能力を向上させる。
なお、定期調査については、引き続き、回収率の向上について、対応策を検討・実施する。

・令和５年度行政事業レビューにおいて、事業単位の見直しを行ったため、事業内容・予算額等に差異がある。
・令和５年３月１日策定の「令和５年中小事業者等取引公正化推進アクションプラン」に係る事業は、本事業の一部及び「中小事業者を取り巻く取引の公正化（2023-公取-新23-0004）」の一部から構成されてい
る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度

平成29年度

令和3年度

平成27年度

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

行政事業レビュー推進チームの所見どおり、引き続き本事業を継続することが適当と考える。
また、同推進チームの所見を踏まえ、「事業所管部局による点検・改善」において定期調査に係る記載を追記した。

現状通り

現状通り

平成30年度

平成23年度

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-

https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/seisaku/hyokaiin.html


資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 計

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 計

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 10.4 計

審査活動費 ICカードのチャージ等 2.7

庁費 光熱水料の一部負担等 7.7

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

1.9

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

情報処理業務庁費
下請取引事務処理システムの簡易入力システム及
び判別システムの作成

1.7

計 83.9 計 47

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

審査活動費 大量発送郵便料金等 80.3
非常勤職員手
当

給与 47

非常勤職員手当 社会保険料等



支出先上位１０者リスト

A.

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

11 18.8％ -

15

14 株式会社アイヴィジット 8011001060413 調査票の回答入力等業務 1
一般競争契約
（最低価格）

-

13 株式会社シンカ 9010001065685
下請取引適正化推進講習会
テキストの発送及び保管業務

1.3
一般競争契約
（最低価格）

3 62.1％ -

44.2％ -

12
有限会社エクス・インターナ
ショナル

4020002088111
簡易入力システム及び判別シ
ステムの作成

1.7
随意契約（その

他）
- -

11 40.2％ -

11 株式会社湘南スタイル工房 1021001008483 調査票の回答入力等業務 2.1
一般競争契約
（最低価格）

4

10
株式会社ＭＡＹＡ　ＳＴＡＦＦＩＮ
Ｇ

8011101081929 コールセンター業務 2.4
一般競争契約
（最低価格）

-

9 株式会社コーユービジネス 1120001079599
調査に係る印刷及び発送準
備業務

4.1
一般競争契約
（最低価格）

4 67％ -

- -

8 5
一般競争契約
（最低価格）

11 27.1％

6 65.3％ -

7 株式会社岡商店 4330001000689 コールセンター業務 5 -

6 4.2
一般競争契約
（最低価格）

-

5 株式会社ハップ 1011701012208
下請取引適正化推進講習会
テキストの印刷

5.5 - - -

63.7％ -

4 3
一般競争契約
（最低価格）

5 79.2％

- - -

3 4.9
一般競争契約
（最低価格）

1

2 テックプランニング株式会社 3010001072803
調査に係る印刷、封入及び発
送準備業務

7.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 日本郵便株式会社 1010001112577 大量発送郵便料金 36 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



B

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

-

10 職員J - 下請法の調査、事務補佐 2.8 その他 - - -

- -

9 職員I - 下請法の調査、事務補佐 2.9 その他 - -

- - -

8 職員H - 下請法の調査、事務補佐 2.9 その他 -

7 職員G - 下請法の調査、事務補佐 3 その他

-

6 職員F - 下請法の調査、事務補佐 3 その他 - - -

- -

5 職員E - 下請法の調査、事務補佐 3.1 その他 - -

- - -

4 職員D - 下請法の調査、事務補佐 3.5 その他 -

3 職員C - 下請法の調査、事務補佐 3.6 その他

-

2 職員B - 下請法の調査、事務補佐 3.8 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 職員A - 下請法の調査、事務補佐 3.9 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）



C

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

-

11 名古屋市 3000020231002 ICカードのチャージ 0.1
随意契約（その

他）
- - -

- -

10
大阪市高速電気軌道株式会
社

6120001206256 ICカードのチャージ 0.1
随意契約（その

他）
- -

- - -

9 西日本旅客鉄道株式会社 1120001059675 ICカードのチャージ 0.1
随意契約（その

他）
-

8
株式会社オーテックサービス
東北

2370001025577 設備保守費用の一部負担 0.1 その他

-

7 株式会社ぎょうせい 1010001100425 加除式図書の追録購入 0.2
随意契約（その

他）
- - -

- -

6
東京電力エナジーパートナー
株式会社

8010001166930 光熱水料の一部負担 0.4 その他 - -

- - -

5 トヨタモビリティ東京株式会社 5010401042032 官用車の車検等 0.4 その他 -

4 株式会社第一文眞堂 5010401017488 間仕切り撤去工事 0.5
随意契約（少

額）

-

3 株式会社ジー・サーチ 9010401053868
企業情報，新聞記事等データ
ベースサービスの提供

0.8
一般競争契約
（最低価格）

2 66.7％ -

- -

2 東京地下鉄株式会社 4010501022810 ICカードのチャージ 0.9
随意契約（その

他）
- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 ゼロワットパワー株式会社 1040001089656 光熱水料の一部負担 7.2 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等



D

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



E

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



F

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）



G

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等



H

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

30

29

28

25

27

24

26

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

ﾌﾞﾛｯｸ

名
契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要

契約額
（百万円）


